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コミュニティ・スクールの在り方や推進方策等について 

 

中 核 市 教 育 長 会 

 

１ 中核市におけるコミュニティ・スクールの指定状況 

 

  指定状況 ９市／４５市（平成２７年４月１日現在） 

都道府県名/市名 小学校（校） 中学校（校） 計（校） 

① 群馬県/高崎市 ３ ０ ３ 

② 東京都/八王子市 ３０ ２０ ５０ 

③ 富山県/富山市 １ １ ２ 

④ 岐阜県/岐阜市 ４７ ２２ 
７０ 

（特別支援学校 1 校含む） 

⑤ 滋賀県/大津市 ０ ２ ２ 

⑥ 奈良県/奈良市 ７ ４ １１ 

⑦ 山口県/下関市 ５１ ２２ ７３ 

⑧ 高知県/高知市 ４ ２ ６ 

⑨ 大分県/大分市 ２ ３ ５ 

※岐阜市、下関市は設置している全小中学校を指定済 

 

２ 導入後の成果について（回答数：７市／９市） 

【多数意見】 

○学校と地域が情報を共有するようになった。 

○地域が学校に協力的になった。 

○地域と連携した取組が組織的に行えるようになった。 

○保護者、地域の学校支援活動が活発になった。 
 

⇒地域との連携・協力や情報共有の観点で一定の成果があった。 
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学校と地域が情報を共有するようになった。 

 地域が学校に協力的になった。 

地域と連携した取組が組織的に行えるようになった。 

特色ある学校づくりが進んだ。 

学校に対する保護者や地域の理解が深まった。 

保護者、地域の学校支援活動が活発になった。 

教職員の意識改革が進んだ。 

学校が活性化した。 

保護者が学校に協力的になった。 

児童生徒の学習意欲が高まった。 

保護者や地域からの苦情が減った。 

いじめ、不登校、暴力等生徒指導の課題が改善した。 

児童生徒の学力が向上した。 

家庭の教育力が上がった。 

教職員が子どもと向き合う時間が増えた。 

地域が活性化した。 
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３ 運営上の課題等について 

（１）運営上の課題について 

○学校運営協議会委員の選出や次代を担う地域人材の発掘 

○学校と地域との連絡・調整を行う教職員の負担軽減のため、円滑な連携をコ

ーディネートする人材の確保が必要 

○学校と地域、保護者が学校運営や教育活動について共通理解し、よりよい在

り方について熟議する時間が必要 

○全小中学校を対象に、コミュニティ・スクールの成果を普及するための研修

会の開催が必要 

○学校運営協議会が課題解決のために活用できる予算の確保 

○多面的な熟議を行うための委員の人選が困難 

 

（２）指定校増加に向けての課題 

○学校運営協議会委員に適した人材の確保が困難 

○学校運営協議会委員の報償金、研修会の講師招聘の費用、研修会の参加旅 

費等、コミュニティ・スクール運営のための予算の確保 

○地域へのさらなる周知と調整 

○学校ごとのコミュニティ・スクールに対する理解度のばらつきの解消 

 

 

４ 導入していない(できない)主な理由について（回答数：３４市／３６市） 

【多数意見】 

○既に類似の組織や体制（学校評議員制度等）が構築されている。 

 ○既に保護者や地域の意見が反映されている。 

 ○人事に関する意見の申出等により、人事が混乱すると考えられる。 

 

⇒既に類似の組織等が構築され、地域と連携が図られている市が多い。 

 ⇒意見の申出により、人事の混乱等を懸念している市が多い。 
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適切な委員の確保や選定が困難である。 

（人材が得られない） 

管理職、教職員の負担が増える恐れがある。 

特定委員の発言等で逆に学校運営が混乱する。 

人事に関する意見の申出等により、人事が混乱すると考えられる。 

既に保護者や地域の意見等が反映されている。 

既に類似の組織や体制（学校評議員制度等）が構築されている。 

委員謝礼や活動費などの予算が十分でない。 

保護者、地域の協力が得られない。 

モデル校の状況などを踏まえて、今後の方針を検討している。 
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５ 導入に向けて必要な方策等について 
 

【指定校導入に向けた環境整備等】 

 ○事務処理や広報活動、地域との調整業務等を行う担当教職員の加配措置 

○コミュニティ・スクール関連費用の予算措置（報償費、旅費、費用弁償等） 

○学校運営協議会委員に立場や役割等を十分に理解してもらうための研修制

度の構築 

○先行事例の成果や課題の紹介（児童生徒の立場、保護者地域の立場、教職員

の立場、行政の立場それぞれに分類した上での公表） 
 

【運用面】 

○学校運営協議会における学校支援機能の役割を明確化する。 

○特定の委員の発言で学校運営や人事が混乱することが考えられることから、

学校運営の基本方針の承認や教職員の任用に関する意見の申出に係る弾力

的かつ柔軟な取扱いや運用を図ること。 

 ○学校評議員制度や地域支援本部等の既存の類似制度との整合性を十分に図

ること。また、学校運営協議会の制度に移行する場合は、国が明確に方針

等を示すとともに、環境整備を図ること。 

 ○多様な意見を取り入れるためには委員の固定化を避けること。 

 

 

６ 全学校のコミュニティ・スクール化に対しての留意点や懸念事項等 

 ○中核市の中には、学校評議員制度等の活用や青少年育成協議会、ＰＴＡ等

の既存の団体との連携・協力により、既に地域と一体となった教育を推進

している所もある。このことを踏まえ、全国一律にコミュニティ・スクー

ルの導入を決めるのではなく、各自治体の判断により実施するかどうかを

決定することが望ましい。 

○学校と地域との結びつきが成熟したところから導入してこそ、成果が上がる

と考えられる。 

 ○安定的な制度の運営に当たっては、校長が保護者や地域から信頼され、校

長が中心となった学校運営を確立することが重要である。 

 


